
 

II 関連者間取引に係る書類の整
理保存の特例の創設 
執筆者：東 隼平 

1.はじめに 

企業グループ内の法人間で行われる取引においては、恣

意的な支払金額の調整が行われる場合があり、取引の詳細

や支払金額の計算の根拠の全部又は一部を確認できる書類

も保存されていないことが散見されていました。 

また、税務当局は、取引内容や支払金額の根拠が明らか

でない取引を把握した場合、取引先への反面調査等により

取引実態の確認をする場合がありましたが、企業グループ

内の法人間取引については、当該反面調査の実施のみでは、

その取引内容を正確に把握できていない状況でした。 

このような背景から、令和 8 年度税制改正により、関連

者間取引に係る書類の整理保存の特例（法人税法施行規則

59 条の 2、67 条の 2）が創設され、令和 8年 4月 1 日以後

に開始する事業年度において行う関連者間取引から、一定

のルールに基づいた書類の保存が必要となりました。 

そこで本稿では、当該制度について解説します。 

2.関連者間取引に係る書類の整理保存の特例と
は 

(1)内容 

内国法人が関連者間取引を行った場合において、注文書、

契約書等の書類に、その取引の詳細や計算方法等の記載が

ないときは、その記載事項等を明らかにする「特定事項記

載書類」を取得又は作成し、確定申告期限等から 7年間（欠

損金の繰越控除の適用を受ける場合は 10 年間）保存するこ

とを求めるものです。 

なお、青色申告法人が「特定事項記載書類」を整理保存し

ていない場合は、青色申告の承認の取消事由になります。 

(2)対象法人 

関連者間取引を行うすべての内国法人が対象となります。 

(3)関連者 

関連者とは、関連者間取引に係る取引時において、内国

法人との間に 50%以上の持株関係や実質支配関係があるも

のをいい、内国法人及び外国法人を問いません。 

なお、実質支配関係とは、次に掲げる事実（特定事実）に

より二の法人のいずれか一方の法人が、他方の法人の事業

の方針の全部又は一部につき実質的に決定できる関係をい

います。 

① 役員の過半数又は代表権を有する役員が、他方の法

人の役員若しくは使用人を兼務していること。 

② 事業活動の相当部分を他方の法人との取引に依存

していること。 

③ 事業活動に必要な資金の相当部分を他方の法人か

ら借り入れていること。 

(4)関連者間取引 

関連者間取引とは、工業所有権等(注 1)の譲渡若しくは貸

付け又は役務の提供(注 2)をいい、原価の額の基因となる取

引は含まれません。 

(注 1)工業所有権等 

著作権、特許権、意匠権、ノウハウ等 

(注 2)役務の提供 

広告宣伝、販売促進、市場分析等や専用資産（グループで共

通利用する土地、建物、ソフトウェア等）の維持及び管理

等、業務運営支援、経営の管理又は指導等 

(5)特定事項記載書類の記載内容 

以下①、②に応じた事項が記載された書類を指します。 

① 工業所有権等の譲渡又は貸付けの場合 

・工業所有権等の明細（内容及び種類、数、存続期間や貸付

期間等） 

・対象法人において果たす機能（使用目的等） 

・対価の額の明細（内容及び種類、譲渡日時又は貸付期間若

しくは貸付回数等）及び対価の額の設定方法（譲渡又は貸

付けの対価の額の計算方法等） 

② 役務の提供の場合 

・広告宣伝、販売促進、市場分析等の場合 

費用の額の計算方法、役務提供の方法、実施場所及び回数、

受ける利益の内容等 

・専用資産の維持及び管理等の場合 

専用資産の概要及び所在地、専用資産の具体的な用途等、

費用の具体的な計算方法等 

・業務運営支援、経営の管理又は指導等の場合 

役務提供が行われた日時、場所及び期間、回数等及びその

役務の内容並びに対価の額の内訳及び具体的な計算方法等 

3.注意点 

国税庁の見解では、青色申告法人が「特定事項記載書類」

を整理保存していない場合であっても、実地調査時の保存

等の状況及びその是正の可否等を把握した上で、青色申告

の承認の取消しを判断するとのことです。したがって、直

ちに青色申告の承認が取り消される運用ではないとのこと

ですが、適切に書類の保存をしておくことが重要です。 

また、対象法人が上記 2(3)の関連者に該当しない非関連

者を経由して関連者との間で行った取引については、関連

者間取引とみなされるので、注意が必要です。 

4.おわりに 

関連者間取引に該当する可能性のある取引については、

契約段階から詳細を確認し、契約書等に必要事項の記載が

不足している場合には、確定申告期限までに補完資料を整

備しておくことが重要です。 

詳細については、国税庁から事務運営指針が発表されて

おりますので、ご参照ください。 

https://www.nta.go.jp/law/jimu-

unei/hojin/kaisei/260630_01/00.htm 
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